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本書利用上の注意 

1 産業分類 

平成 19年 11月に日本標準産業分類が改訂され、毎月勤労統計調査は平成 22年から新し

い産業分類で集計されています。平成 21年以前と接続しない産業の指数、前年比及び前年

差は、算出できないため、表中において「-」と表記しています。なお、平成 21 年以前の

結果との接続については、厚生労働省の Webページ 

( http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/maikin-hyosyo.pdf ) を参照ください。 

2 公表の対象 

この調査は､「平成 21年経済センサス-基礎調査」に基づいて設定した調査区から、一定

の方法により抽出された次の日本標準産業分類の事業所を対象としました。 

「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」､「製造業」､「電気･ガス･熱供給･水道業」、「情

報通信業」、「運輸業, 郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品

賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サ

ービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」及び「サ

－ビス業（他に分類されないもの）」。「その他の生活関連サ－ビス業」のうち家事サービス

業及び外国公務は除いています。 

このうち「鉱業，採石業，砂利採取業」、「電気･ガス･熱供給･水道業」、「情報通信業」、「不

動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「複合サービス事業」につい

ては、調査事業所数が少ないため公表できませんが、調査産業計には含まれています。 

3 指数のギャップ修正 

毎月勤労統計調査は、標本統計調査です。事業所の調査に伴う負担軽減のため、一定の

周期で事業所の抽出替えを行っています。 

その際、新・旧調査結果のギャップ (断層) が必然的に生じますが、このギャップの影

響を少なくするために「ギャップ修正」を実施しています。 

ただし、この「ギャップ修正」は指数についてのみ行っており、実数については過去に

公表した数値の修正は行っていません。 

4 指数の基準時点 

指数は平成 22年を基準時(平成 22年平均=100)としています。 

5 対前年増減率 

対前年増減率は、調査事業所の抽出替えに伴うギャップを修正した指数により算出して

いるため、実数で計算した場合と必ずしも一致しません。 

前年比の算式： 

（当該年各月分の平均－前年各月分の平均）／前年各月分の平均×100 

 

 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/maikin-hyosyo.pdf


6 実数値 

・実数値は、労働者数をウエイトとする１か月当たりの加重平均値です。 

・「-」は該当データの無いものを示し、「x」は標本数が寡少につき秘匿のため公表できな

いもの、「0」は集計単位未満のデータ量を示しています。 

7 実質賃金指数の算式 

名目賃金指数／高知市消費者物価指数（持ち家の帰属家賃を除く総合指数）×100 

8 労働異動率の算式 

労働異動率（入職率、離職率）の算式は次のとおりです。 

月間の増加（減少）常用労働者数／前月末常用労働者数×100 

労働異動率の年平均は、１月分から１２月分の異動率の単純平均です。 

 

 



Ⅰ 毎月勤労統計調査について 

1. 調査の目的 
本調査は、統計法に基づく基幹統計で、賃金、労働時間及び雇用について毎月の

変動を明らかにすることを目的としています｡ 

2. 調査の体系 
ア 毎月勤労統計調査規則（昭和 32 年労働省令第 15 号）によって定められてお

り、全国調査、地方調査、特別調査に分類されています。全国調査及び地方

調査は、常用労働者数が 5 人以上の事業所を対象とし、特別調査は常用労働

者数が１～4 人の事業所を対象としています。 

イ 全国調査・地方調査は毎月、特別調査は年に 1 回 8 月に調査を実施していま

す。 
ウ 全国調査・地方調査では、常用労働者数 30 人以上の事業所を第 1 種事業所、

5～29 人の事業所を第 2 種事業所として、調査を実施しています。 

3. 調査の系統 

 

4. 調査対象の抽出について 
(1) 第１種事業所 

総務省が行う「平成 21 年経済センサス-基礎調査」の結果に基づいて作成された

事業所リストから、各産業毎に設定された抽出率に基づいて無作為に抽出されてい

ます。 
(2) 第２種事業所 

以下の二段階抽出法を採っています。 
ア 平成 21 年経済センサス-基礎調査の調査区に基づいて設定した毎月勤労統計調

査区を 10 層に分けて抽出率を設定し、調査区を抽出 
イ 上記調査区から名簿を作成し、その名簿から無作為抽出 

5. 主要調査事項の定義 
(1) 常用労働者 

「常用労働者」とは、次のうち、いずれかに該当する労働者のことをいいます。 

ア 期間を定めずに雇われている者 

 

調査票取集
地方調査の結果公表

全国調査・地方調査
第１種事業所

全国調査・地方調査
第２種事業所及び特別調査事業所

厚生労働省 都道府県

統計調査員
全国調査及び特別調査
の集計・公表



イ 1 ヵ月を超える期間を定めて雇われている者 
ウ 日々又は 1 ヵ月以内の期間を限って雇われている者のうち、前 2 ヵ月にそれぞ

れ 18 日以上雇われた者 
エ 重役、理事などの役員のうち、常時勤務して毎月給与の支払いを受けている者

や事業主の家族でその事業所に働いている人のうち常時勤務して毎月給与の支

払いを受けている者 
オ 常用労働者数は調査対象期間が始まる日の前日（「前調査期間末」という）の人

数に期間中に増加、減少した人数を加減した人数である「調査期間末の常用労

働者数」としています。 
 

なお、「常用労働者」は「パートタイム労働者」と「一般労働者」とに分けられ

ます。 

常用労働者
パートタイム労働者

一般労働者{
 

・「パートタイム労働者」とは、「常用労働者」のうち次のいずれかに該当する労働者のことを

いいます。 

ア 1 日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者 
イ 1 日の所定労働時間が一般の労働者と同じで 1 週の所定労働日数が一般の労働

者よりも少ない者 
・「一般労働者」とは、「常用労働者」のうち「パートタイム労働者」を除いた労働者のことをいい

ます。 

 (2) 賃金 
ア 現金給与総額 

所得税、社会保険料、組合費等を差し引く以前の金額です。 

 

イ きまって支給する給与 
労働契約、団体協約又は事業所の給与規定等により、あらかじめ定められてい

る支給条件及び算定方法によって支給される給与で、超過労働給与を含んでい

ます。 
・所定内給与 

きまって支給する給与のうち超過労働給与以外のものをいいます｡ 



・超過労働給与 

所定の労働時間を超える労働に対して支給される給与や休日労働、深夜労働に対して支

給される給与のことです。 

ウ 特別に支払われた給与 
調査期間中に一時的又は突発的理由に基づいて、あらかじめ定められた契約や

規則等によらないで支払われた給与や、あらかじめ支給条件、算定方法が定め

られていても、その給与の算定が 3 ヵ月を超える期間ごとに行われるものをい

います。 
(3) 出勤日数 

調査期間中に労働者が実際に出勤した日数のことです。有給であっても事業所に

出勤しない日は出勤日になりませんが、午前 0 時から午後 12 時までの間に 1 時間

でも就業すれば出勤日になります。 
(4) 労働時間 

ア 総実労働時間 
調査期間中に労働者が実際に労働した時間数です。休憩時間は給与が支給され

ているか否かにかかわらず除きます。鉱業に従事する坑内夫の休憩時間やいわ

ゆる手待ち時間は含みます。本来の業務外として行われる当宿直の時間は含み

ません。 

 

イ 所定内労働時間 
事業所の就業規則で定められた正規の始業時刻と終業時刻との間の労働時間の

ことです。 
ウ 所定外労働時間 

早出、残業、臨時の呼出、休日出勤等の実労働時間のことです。 
  



Ⅱ 調査結果の概要（事業所規模 5 人以上） 

 この報告書は平成 25年（1月 1日から 12月 31日までの期間）の月次の調査結果をまと

めたものです。 

  調査は、高知県に所在する５人以上の常用労働者を有する事業所から、厚生労働省より

無作為に抽出され指定された、約 600事業所を対象にしています。 

  集計結果は毎月作成し、高知県庁統計課のホームページで公表しています。公表数値は

集計結果の実数値と、時系列比較のための指数値となっています。時系列に集計結果を比

較する際には指数で比較します。本報告では、年平均の実数値と指数値を扱いますが、時

系列での比較は指数値によるものです。 

 

 

 

１ 賃金 
  (1) 賃金の動き   

①常用労働者 1 人平均月間現金給与総額は、282,604 円 
   ②きまって支給する給与は、238,293 円 
   ③特別に支払われた給与は、44,311 円 
 
○本県及び全国の賃金の動き（調査産業計） 

（単位：円）

所定内給与 超過労働給与

平成23年 277,599 234,036 219,320 14,716 43,563
24 283,188 237,919 221,992 15,927 45,269
25 282,604 238,293 221,441 16,852 44,311

平成23年 316,792 262,373 244,001 18,372 54,419
24 314,127 261,585 242,824 18,761 52,542
25 314,054 260,353 241,250 19,103 53,701

高知県

全国

特別に支払われた給与
    きまって支給する給与

現金給与総額

 
 
(2) 産業別賃金 
   ①現金給与総額は、「教育，学習支援業」が最も高く、「宿泊業，飲食サービス業」

が最も低い。 
   ②超過労働給与は、「運輸業，郵便業」が最も多く、「教育，学習支援業」が最も少

ない。 
 
 
 
 
 



○産業別にみた賃金（調査産業別） 

（単位：円）

調査産業計 建設業 製造業
運輸業,

郵便業

卸売業,

小売業

金融業,

保険業

宿泊業,

飲食

サービス業

生活関連サー

ビス業,娯楽業

教　育,

学習支援業
医療,福祉

サービス業

　（他に分類さ

れないもの）

282,604 300,958 265,031 265,397 223,801 380,357 132,524 154,264 456,738 327,263 208,987

238,293 274,584 229,054 240,699 189,886 320,654 128,694 150,252 334,733 271,253 186,149

所定内給与
221,441 256,988 209,677 203,039 181,250 305,888 119,042 145,397 331,804 244,706 173,867

超過労働給与
16,852 17,596 19,377 37,660 8,636 14,766 9,652 4,855 2,929 26,547 12,282

44,311 26,374 35,977 24,698 33,915 59,703 3,830 4,012 122,005 56,010 22,838

平成25年

現金給与総額

きまって支給する給与

特別に支払われた給与

 
○本県及び全国の賃金の比較（現金給与総額） 
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サービス業（他に分類され

ないもの）

医療，福祉

教育，学習支援業

生活関連サービス業，娯楽

業

宿泊業，飲食サービス業

金融業，保険業

卸売業，小売業

運輸業，郵便業

製造業

建設業

調査産業計

千円

高知 全国

 
(3) 賃金（現金給与総額）の状況－産業別 

  ～全国を 100 とし、産業別に比較～ 

① 調査産業計でみると 90.0 で、全国平均より 10.0 ポイント下回った。 

  ②ほとんどの産業で全国を下回っているが、「教育，学習支援業」と「医療，福祉」、

「宿泊業，飲食サービス業」では全国平均を上回っている。 

調査産業計 建設業 製造業
運輸業，

郵便業

卸売業，

小売業

金融業，

保険業

宿泊業，飲

食サービス

業

生活関連

サービス

業，娯楽業

教育，学習

支援業
医療，福祉

サービス業

（他に分類さ

れないもの）

平成25年 90.0 81.1 71.2 77.4 82.7 81.4 105.3 71.2 119.5 111.8 82.3

　　　　　　　　　　　　　　全国=100

 

 
 
 

 



(4) 賃金（現金給与総額）の状況－男女別 
  ①男性を 100 としたとき、女性は調査産業計でみると 66.3 で、前年（66.9）より 0.6

ポイント下回った。 
② 産業別では、「卸売業，小売業」で 52.2 と最も格差が大きい。 

　　　　　（単位：円、％）

調査産業計 建設業 製造業
運輸業，

郵便業

卸売業，

小売業

金融業，

保険業

宿泊業，

飲食サービ

ス業

生活関連

サービス

業，娯楽業

教育，学習

支援業
医療，福祉

サービス業

（他に分類さ

れないもの）

男 339,851 322,292 317,169 288,283 292,182 471,273 164,658 206,490 503,502 484,035 244,225

女 225,292 187,442 167,533 152,419 152,464 257,318 118,738 108,142 408,677 285,773 143,411
男性=100とした

女性の割合 66.3 58.2 52.8 52.9 52.2 54.6 72.1 52.4 81.2 59.0 58.7

 

 



２ 労働時間 
(1) 労働時間の動き 
①常用労働者 1 人平均月間総実労働時間は、149.6 時間 

  ②所定内労働時間は、140.8 時間 
  ③所定外労働時間は、8.8 時間  
 
○本県及び全国の労働時間の動き（調査産業計） 

   （単位：時間）

総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間

高 平成21年 146.4 138.6 7.8
22 147.4 138.6 8.8

知 23 148.9 139.8 9.1
24 148.6 140.3 8.3

県 25 149.6 140.8 8.8
平成21年 144.4 135.2 9.2

全 22 146.2 136.2 10.0
23 145.6 135.6 10.0

国 24 147.1 136.7 10.4
25 145.5 134.9 10.6

 

(2) 産業別労働時間 
①総実労働時間は、「運輸業，郵便業」が 178.1 時間で最も長く、以下「建設業」、「製

造業」と続き、最も短い「生活関連サービス業，娯楽業」で 122.4 時間となっている。 
②所定外労働時間は、「運輸業，郵便業」で最も長く、「生活関連サービス業，娯楽業」

で最も短い。 
 
○産業別にみた労働時間の動き（総実労働時間） 

調査産業計 建設業 製造業
運輸業,

郵便業

卸売業,

小売業

金融業,

保険業

宿泊業,

飲食

サービス業

生活関連

サービス業,

娯楽業

教　育,

学習支援業
医療,福祉

サービス業

　（他に分類

されないも

の）

149.6 162.2 160.2 178.1 144.5 145.3 137.9 122.4 154.8 142.8 145.9

所定内労働時間 140.8 151.3 147.6 155.9 137.9 138.3 129.4 118.8 149.6 136.4 135.2

所定外労働時間 8.8 10.9 12.6 22.2 6.6 7.0 8.5 3.6 5.2 6.4 10.7

総実労働時間

平成25年

（単位：時間）

 
 
 

 



○本県及び全国の労働時間の比較（総実労働時間） 
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サービス業（他に分類されないもの）

医療，福祉

教育，学習支援業

生活関連サービス業，娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

金融業，保険業

卸売業，小売業

運輸業，郵便業

製造業

建設業

調査産業計

時間

高知 全国

 

(3) 労働時間（総実労働時間）の状況－産業別 
～全国を 100 とし、産業別に比較～ 
① 調査産業計でみると 102.8 で、全国をやや上回っている。 
② 産業別では、「宿泊業，飲食サービス業」が 132.7 で最も高く、「生活関連サービ

ス業，娯楽業」、「建設業」、「金融業，保険業」等は全国を下回っている。 

調査産業

計
建設業 製造業

運輸業，

郵便業

卸売業，

小売業

金融業，

保険業

宿泊業，飲

食サービス

業

生活関連

サービス

業，娯楽業

教育，学習

支援業
医療，福祉

サービス業

（他に分類され

ないもの）

平成25年 102.8 94.2 98.6 102.7 104.4 97.3 132.7 87.7 122.1 105.4 100.8

    全国=100

 

(4) 労働時間（総実労働時間）の状況－男女別 
① 男性を 100 としたとき、女性は調査産業計でみると 85.1 で、前年（85.1）と同

じである。 
② 産業別では、「生活関連サービス業，娯楽業」で最も格差が大きい。また、「教育，

学習支援業」では、女性が男性を上回っている。 
　（単位：時間、％）

調査産業

計
建設業 製造業

運輸業，

郵便業

卸売業，

小売業

金融業，

保険業

宿泊業，

飲食サー

ビス業

生活関連

サービス

業，娯楽

業

教育，学

習支援業

医療，

福祉

サービス業

（他に分類さ

れないもの）

男 161.6 165.9 168.7 185.1 156.5 149.3 142.3 150.2 154.6 157.1 156.4
女 137.5 142.1 144.6 143.5 132.0 139.8 136.1 97.7 155.0 139.0 126.2

男性=100とした

女性の割合 85.1 85.7 85.7 77.5 84.3 93.6 95.6 65.0 100.3 88.5 80.7

 



３ 雇 用 
(1) 常用労働者数 

   ①調査産業計で常用労働者数は 211,954 人、パートタイム労働者比率は 23.6%（前 
年比 0.4 ポイント減） 

   ②常用労働者数を産業別にみると、「医療，福祉」が最も多く、以下「卸売業，小売

業」、「製造業」と続き、「生活関連サービス業，娯楽業」が最も少ない。 
   ③パートタイム労働者比率では、「宿泊業，飲食サービス業」が最も高く、56.8%と

なっている。 
   ④パートタイム労働者比率を全国と比較すると、本県は「教育，学習支援業」、「宿

泊業，飲食サービス業」で顕著に低くなっている。 
○産業別労働者数  

　　　　            　　（単位：人、％）

構成比 パート比率

調査産業計 211,954 100.0 105,984 105,971 162,028 49,926 23.6

建設業 14,290 6.7 12,022 2,268 13,935 355 2.5

製造業 21,718 10.2 14,147 7,569 19,335 2,383 11.0

運輸業，郵便業 12,578 5.9 10,455 2,122 9,723 2,855 22.7

卸売業，小売業 42,105 19.9 21,496 20,610 26,132 15,973 37.9

金融業，保険業 8,012 3.8 4,608 3,404 7,202 810 10.1

宿泊業，飲食サービス業 15,423 7.3 4,632 10,791 6,660 8,763 56.8

生活関連サービス業，娯楽業 6,074 2.9 2,860 3,215 2,924 3,150 51.9

教育，学習支援業 16,182 7.6 8,173 8,008 15,349 833 5.1

医療，福祉 49,784 23.5 10,434 39,350 40,483 9,301 18.7

サービス業（他に分類されないもの） 11,752 5.5 7,645 4,107 7,923 3,829 32.6

パートタイム

労働者
計 男 女 一般労働者

 
○本県及び全国のパートタイム労働者比率の比較 
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サービス業（他に分類され

ないもの）

医療，福祉

教育，学習支援業

生活関連サービス業，娯
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宿泊業，飲食サービス業

金融業，保険業

卸売業，小売業

運輸業，郵便業
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調査産業計

％
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(2) 雇用の動き 
①常用労働者数を調査産業計でみると、指数での前年比は 0.4%増。 

   ②産業別では、最も増加したのは「サービス業（他に分類されないもの）」（前年比

4.4%増）、最も減少したのは「教育，学習支援業」（同 2.9%減）、次に「運輸業，

郵便業」（同 2.4%減）となっている。 
 
○産業別にみた常用雇用指数の動き 
（高知県）

調査産業計 建設業 製造業
運輸業,

郵便業

卸売業,

小売業

金融業,

保険業

宿泊業,

飲食

サービス業

生活関連サー

ビス業,娯楽業

教　育,

学習支援業
医療,福祉

サービス業

　（他に分類さ

れないもの）

103.5 105.8 103.3 95.3 109.1 99.2 － － 98.2 104.0 －

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

100.0 97.9 95.7 101.6 99.7 103.7 93.0 98.1 103.8 101.4 100.8

102.1 96.5 99.0 94.7 100.5 101.3 95.2 95.0 104.9 109.6 105.1

102.5 96.4 101.6 92.4 100.9 100.0 93.2 95.6 101.9 112.5 109.7

24 2.1 △ 1.4 3.4 △ 6.8 0.8 △ 2.3 2.4 △ 3.2 1.1 8.1 4.3

25 0.4 △ 0.1 2.6 △ 2.4 0.4 △ 1.3 △ 2.1 0.6 △ 2.9 2.6 4.4

23

24

25

前年比

（％）

 平 成 21年

22

 
 
  (3) 労働異動率（入職率、離職率） 
   ①調査産業計で前年と比較すると、入職率、離職率ともに減少している。 
   ②産業別では、「生活関連サービス業，娯楽業」で入職率、離職率ともに、最も高か

った。 
 

○入職率と離職率の推移 

（入職率） （単位：％、ポイント）

調査産業

計
建設業 製造業

運輸業,

郵便業

卸売業,

小売業

金融業,

保険業

宿泊業,

飲食

サービス業

生活関連

サービス業,

娯楽業

教　育,

学習支援

業

医療,

福祉

サービス業

　（他に分類され

ないもの）

1.94 1.89 1.61 0.87 1.99 2.22 － － 3.13 1.81 －

1.88 3.30 1.23 1.35 1.52 0.98 2.20 1.53 3.32 1.88 1.99

2.13 1.56 1.49 1.72 1.70 1.89 3.56 2.03 3.80 1.67 2.88

2.19 1.61 1.30 1.51 1.88 2.02 5.14 2.16 1.75 1.88 4.87

1.93 1.40 1.10 1.40 1.96 0.93 3.33 3.54 2.48 1.89 2.35

24 0.06 0.05 △ 0.19 △ 0.21 0.18 0.13 1.58 0.13 △ 2.05 0.21 1.99

25 △ 0.26 △ 0.21 △ 0.20 △ 0.11 0.08 △ 1.09 △ 1.81 1.38 0.73 0.01 △ 2.52

 平 成 21年

22

23

24

25

前年差

（ポイント）
 

（離職率） （単位：％、ポイント）

調査産業

計
建設業 製造業

運輸業,

郵便業

卸売業,

小売業

金融業,

保険業

宿泊業,

飲食

サービス業

生活関連

サービス業,

娯楽業

教　育,

学習支援

業

医療,

福祉

サービス業

　（他に分類され

ないもの）

1.91 2.85 1.58 0.83 2.14 1.86 － － 2.42 1.61 －

1.99 4.07 1.18 1.07 1.83 1.28 2.21 1.75 3.22 1.84 2.02

2.10 1.30 1.66 1.70 1.73 1.53 4.07 2.19 3.25 1.52 2.45

2.12 1.73 1.35 1.83 1.67 2.05 4.70 2.09 1.95 1.76 4.37

1.97 1.49 1.45 1.57 1.97 1.13 3.82 3.90 2.76 1.45 2.52

24 0.02 0.43 △ 0.31 0.13 △ 0.06 0.52 0.63 △ 0.10 △ 1.30 0.24 1.92

25 △ 0.15 △ 0.24 0.10 △ 0.26 0.30 △ 0.92 △ 0.88 1.81 0.81 △ 0.31 △ 1.85

 平 成 21年

22

23

24

25

前年差

（ポイント）

 



 
 
 

 

 

毎月勤労統計調査特別調査 

（平成 25年） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

Ⅰ 毎月勤労統計調査特別調査について 
 

 

１ 調査の概要 
・毎月勤労統計調査特別調査は、厚生労働大臣が指定する地域（｢指定調査区｣という）に所在

し、調査産業に属する事業所のうち常用労働者を１～４人雇用する事業所について調べる調

査で、年１回８月に実施しています。 

 

 

２ 調査の目的 
     ・この調査は、常用労働者１～４人の事業所における賃金､労働時間及び雇用の実態を明らかに

して､毎月実施されている常用労働者５人以上の事業所に関する「全国調査」及び「地方調査」

を補完するとともに、各種の労働施策を円滑に推進していくための基礎資料を提供すること

を目的としています。 

    

                                                                       

３ 調査の対象 
     ・この調査は､平成１８年事業所・企業統計調査に基づき設定した調査区のうちから、一定の方 

法により抽出された調査区（高知県内３９調査区）内に所在し、日本標準産業分類（平成１

９年１１月改訂）の「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」､「製造業」､「電気･ガス･熱

供給･水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不

動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生

活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」及

び「サービス業（他に分類されないもの）（その他の生活関連サ－ビス業のうち家事サービス

業及び外国公務を除く）」に属し、かつ平成２５年７月３１日現在１～４人の常用労働者を雇

用する約４００事業所を対象としています。 

 

 

４ 調査結果の算定 
     ・調査結果の数値は、高知県の１～４人の常用労働者を雇用する全事業所に対応するものとし

て算定された数字です。調査事業所が少ない産業については、公表はしませんが調査産業計

に含めて算定しています。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
Ⅱ 調査結果の概要  
 
 
１ 賃 金 

① 平成 25 年 7 月における 1～4 人規模事業所の月間「きまって支給する現金給与額」は、調

査産業計で 170,929 円､前年比 7.5％増となっている。 
② 東京を 100 とした地域間格差をみると、調査産業計で高知県は 78.1（全国第 42 位）で全国

平均の 87.1 を 9 ポイント下回っている。 
③ 平成 24 年 8 月 1 日から平成 25 年 7 月 31 日までの 1 年間に賞与など「特別に支払われた現

金給与額」は 223,512 円(前年比 153.2％増)で、「きまって支給する現金給与額」に対する割

合は 130.8％となっている。 
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（東京＝１００）

（図１）きまって支給する現金給与額の地域間格差
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表１）産業及び男女別１人平均きまって支給する現金給与額 

及び１人平均年間特別に支払われた現金給与額（勤続１年以上） 

計 男 女 計 男 女

調査産業計 170,929 224,051 135,936 223,512 289,464 180,532
建設業 238,700 267,517 138,314 101,353 125,243 21,832
製造業 138,504 155,435 98,281 80,225 77,217 87,559
卸売業，小売業 174,715 223,745 141,049 216,083 323,769 148,317
宿泊業，飲食サービス業 84,802 104,584 80,793 18,516 38,189 15,462
医療，福祉 226,561 330,212 214,802 569,813 782,041 543,386

きまって支給する現金給与額 特別に支払われた現金給与額

（単位：円）

 
 
 
 



 
２ 労働時間 

① 平成 25 年 7 月における出勤日数は、調査産業計で 21.0 日（前年 20.9 日）となり、前年よ

り 0.1 日増加している。 
② 出勤日数を男女別に見ると、男性 22.0 日（前年 21.7 日）、女性 20.4 日（前年 20.5 日）とな

っている。 
③ 1 日当たりの総実労働時間数は、7.0 時間（前年 6.9 時間）となっている。 
④ 1 日当たりの総実労働時間を男女別に見ると、男性 7.7 時間（前年 7.7 時間）､女性 6.6 時間

（前年 6.6 時間）となっている。 
 
 

 
 
 
 
 

（表２）産業及び男女別１人平均月間出勤日数及び１日の実労働時間数 
 

計 男 女 計 男 女

調査産業計 21.0 22.0 20.4 7.0 7.7 6.6
建設業 22.2 22.6 20.7 7.6 7.8 6.8
製造業 21.2 20.8 22.1 7.7 7.8 7.4
卸売業，小売業 22.5 23.7 21.7 7.2 8.0 6.7
宿泊業，飲食サービス業 19.4 18.3 19.6 5.5 5.8 5.4
医療，福祉 21.0 20.9 21.0 7.5 8.3 7.4

（単位：日、時間）

出　勤　日　数 １日の実労働時間数

 
 

 
 
 
 
 



３ 雇 用 
（１）男女構成 

         平成 25 年 7 月の常用労働者数は 12,472 人で、前年より 3,712 人減少している。 
       男女別では男性 4,953 人、女性 7,519 人と女性が 60.3％を占めている。   
 
 
 

（表３）産業及び男女別常用労働者数 

計 男 女 計 男 女

調査産業計 12,472 4,953 7,519 11,244 4,436 6,807
建設業 1,039 807 232 1,003 771 232
製造業 480 337 142 467 331 136
卸売業，小売業 3,301 1,344 1,957 2,895 1,118 1,777
宿泊業，飲食サービス業 1,962 331 1,632 1,794 241 1,553
医療，福祉 1,087 111 976 1,000 111 890

常　用　労　働　者 常用労働者（勤続１年以上）

（単位：人）
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（２）産業構成 
         1～4 人規模事業所における常用労働者の産業別構成比は、卸売業，小売業の 26.0％が最

も高く、次いで宿泊業，飲食サービス業の 21.7％と、この２産業で全体の約半数を占め

ている。 
 

8.3

16.3

3.1

3.8

6.8

1.9

26.5

27.1

26.0

15.7

6.7

21.7

8.7

2.2

13.0

36.9

40.8

34.3

女

男

１～４人

規模計

（図４）男女別常用労働者の産業別構成

建設業

製造業

卸売業，小売業

宿泊業，飲食サービス業

医療，福祉

その他

 
     注：その他とは、学術研究,専門・技術サービス業、生活関連サービス業,娯楽業、教育,学習支援業、サービス業（他に分類されない

もの）及び非公表産業の合計である。 
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